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○伊藤企画官 それでは、定刻になりましたので、ただいまから第６回「こどもの貧困対

策・ひとり親家庭支援部会」を開催いたします。 

 本日は、お忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。こども家庭庁支

援局家庭福祉課の伊藤と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、ハイブリッド形式にて開催をしております。 

 オンラインで御参加いただいている皆様方、音声は問題なく聞こえていますでしょうか。

大丈夫そうでしょうか。 

 では、最初に委員の交代がございましたので御報告申し上げます。 

 前任の荒井惠一委員に代わりまして、新たに齋藤弘美委員が就任されました。 

 また、本日の出席状況、出欠状況につきましては、内藤委員から御欠席との御連絡をい

ただいております。 

 御出席の委員が３分の１を超えておりますので、会議は成立しておりますことを御報告

申し上げます。 

 また、本日は出席者名簿に記載のとおり、こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援の政策

に関わる関係省庁といたしまして、法務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省の皆様

及びこども家庭庁内ではこども大綱の取りまとめをしております長官官房総合政策担当参

事官室及び虐待防止対策課からオンラインで出席をいただいております。 

 続きまして、事務局において人事異動がございましたので、この場を借りて御紹介いた

します。 

 こども家庭庁支援局長の齊藤でございます。 

○齊藤支援局長 支援局長の齊藤でございます。 

 本年７月に支援局長で参りまして３か月くらいたったわけですけれども、その間、いろ

いろ各部署からブリーフィング等を受けまして、特にこどもの貧困、ひとり親の問題に関

しましては、この夏、非常に状況が厳しいということで、団体の皆様から直接お話などを

お伺いしております。 

 この部会に関しましては大変重要なテーマを取り扱っていると思ってございますので、

しっかり御議論いただいて、対応できるところをしっかりと対応していくということで取

り組みたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○伊藤企画官 続きまして、支援局総務課長の小野でございます。 

○小野総務課長 支援局総務課長の小野でございます。 

 私も、今年の７月に着任いたしました。よろしくお願いいたします。 

○伊藤企画官 最後に私、家庭福祉課企画官の伊藤でございます。よろしくお願いいたし

ます。 



2 

 

 人事異動の御紹介は以上となります。 

 この部会ですが、傍聴希望者向けにYouTubeでライブ配信をしておりますが、これ以降の

録音、録画は禁止となりますので、傍聴されている方はどうぞ御協力をお願いいたします。 

 それでは、冒頭撮影はここまでとさせていただきますので、プレスの方はここで御退室

をお願いします。 

（報道関係者退室） 

○伊藤企画官 それでは、以後の議事運営につきましては新保部会長にお願いしたいと存

じます。 

○新保部会長 部会長の新保です。どうぞよろしくお願いいたします。 

 初めに、前回御欠席だった委員も含めて、新たに委員に就任された皆様から一言ずつ御

挨拶いただきたいと思います。 

 大須賀竜一委員、お願いいたします。 

○大須賀委員 名古屋市子ども青少年局子ども未来企画部長の大須賀でございます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 オンラインの齋藤弘美委員、お願いいたします。 

○齋藤委員 全国母子生活支援施設協議会副会長をしております齋藤と申します。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○新保部会長 同じくオンラインの原内孝子委員、お願いいたします。 

○伊藤企画官 原内委員、音声がミュートになってしまっていたようですので、ミュート

を外していただけますでしょうか。 

○新保部会長 それでは、すみませんが、先に進めさせていただきます。 

 事務局から資料の確認をお願いいたします。 

○伊藤企画官 お手元の資料を御確認ください。 

 本日の資料としましては、右上に番号を付しておりますが、議事次第、それから資料の

１から資料の４、参考資料が１から参考資料５までを配付してございます。 

 皆様、お手元にございますか。 

 以上が事務局で準備した資料となりますので、不足等ございましたらお申出いただけれ

ばと思います。 

 また、山野委員から資料の御提供がありましたので、会場の委員の皆様には当日配付資

料として机上に配付をさせていただいております。後ほど投影もさせていただきたいと思

っております。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 まず最初の議題である報告事項について、事務局より資料の説明をお願いいたします。 

○伊藤企画官 それでは、資料の１から資料の３についてまとめて御説明をさせていただ
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きます。 

 まず資料の１を御覧ください。 

 こちらは、こども家庭庁のこどもの貧困対策・ひとり親家庭支援関係の令和８年度予算

概算要求の概要の資料となっております。こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援に関しま

して、総額では1999億円の要求額となっておりまして、引き続き支援メニューの拡充を図

っていきたいと考えております。 

 これまで本部会でも御議論いただいておりました、様々な困難に直面をしているひとり

親家庭に対して必要な支援策をしっかりと届けていくという課題意識を基に、自治体にお

ける相談支援体制の強化ですとか、ひとり親家庭の経済的な自立を後押しするための就業

支援の強化、またひとり親家庭や低所得世帯のこどもに対する支援の強化という観点から、

拡充や新規の要求を盛り込んでおります。 

 １、２ページ目が主なポイントではあるのですけれども、具体の事業の資料を見ながら

御説明させていただきたいと思います。 

 ４ページを御覧ください。 

 こちらは、自治体のひとり親家庭の相談支援体制強化のための事業となっております。

国庫補助率のかさ上げのほか、母子・父子自立支援員の方が心理担当職員や就業支援専門

員、弁護士などの専門職の支援を受けながら相談対応を行える体制づくりというものを進

めてきておりますが、支援の入り口での適切、丁寧なアセスメントということが非常に重

要だという認識の下、ここに社会福祉士といった福祉専門職の配置を盛り込みたいという

ことで入れております。 

 また、就業が困難な状況にあるなど、特に生活に困窮されているひとり親家庭に対しま

して、食料や生活物資をアウトリーチ型で配布することで一層の相談支援につなげるため

の必要な予算というものを要求しております。 

 ５ページを御覧ください。 

 同じく相談支援の強化の観点から、母子・父子自立支援員の方を中心とした相談支援従

事者の方の人材育成研修の事業を新規で要求してございます。全国をブロックに分けて、

相談支援員の質向上につながるような実践的な研修を行うとともに、各地域で相談に従事

される方々が課題共有ですとか意見交換ができるようなネットワークづくりを図っていき

たいと考えております。 

 ６ページでございます。 

 こちらは生活支援事業というもので、ひとり親家庭の育児、家事、健康管理などの生活

に関する相談に応じたり、継続的な見守り支援を行うこと、または生活支援につながる講

習会の開催ですとか、当事者間の情報交流などを行うもの、あるいは住まいの支援を行っ

ているものです。こちらは補助基準額の拡充ですとか、以前にこの部会でもございました

が、離婚前のニーズというものも踏まえて、離婚前の方も対象に加えるなどの拡充で要求

を行っているところでございます。 
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 ７ページは後ほど触れますので一旦飛ばしまして、８ページを御覧ください。 

 こちらは様々なお困り事に対する支援メニューを拡充する中で、必要な方を必要な支援

に適切につなぐためには、チャットボットを使った支援ですとか、SNSを通じたプッシュ型

の支援というものもやっていったほうがいいということで、こちらは何年か補正予算とい

う形で行っているものです。チャットボットを使って、窓口開設時間以外であっても支援

に関する情報にアクセスできるようにする、あるいは、プッシュ型でなかなか自分がどの

支援を受けられるか分からない方にも支援の情報をお届けできるようにということで、IT

を使ったワンストップの相談体制というものをつくっていきたいということで行っており

ます。 

 ９ページを御覧ください。 

 こちらは、就業支援に関するものです。学び直しの支援をして、よりよい条件で就職や

転職に向けた可能性を広げていただくという観点で、現在高卒認定試験の合格を目指す講

座を受講する場合の給付というものを行っておりますが、子育てが一段落した後の将来を

見据えて学士号を取得するということが適職に就くためには必要だと認められる場合には、

学士を取るための大学の入学金ですとか、授業料の一部を助成していきたいということで、

新たに追加要求をしているものでございます。 

 10ページ、11ページにつきましては、教育訓練給付及びその間の生活費の支援を行うも

のでございます。 

 こちらは、現在お子さんが20歳に到達した場合には給付の対象にならないという仕組み

になっているのですが、これを延長する内容ですとか、あとは准看護師から看護師の養成

機関に続けて進学される場合には、給付期間をその就学年数に合わせて引き延ばすための

予算を要求しております。 

 次に、12ページを御覧ください。 

 こちらは、自治体でひとり親向けに就業支援を行うための就業・自立支援パッケージと

いうふうに我々は呼んでいるものでございますが、この中に新たに地域の企業などとの就

職合同説明会を開催いただくための費用を追加したいと思っております。 

 13ページ目はそれにも関係するところになるのですが、今年度からモデル事業として始

めている「民間企業と協働した就業・定着までの一体的支援強化事業」というものでござ

います。資格取得のための給付金はかなり長くやってきているのですが、より企業側にも

アプローチをしていくことが必要なのではないかということから、企業や自治体の中でも

産業部局などと連携をしていただく形で、就職後の定着までを伴走的に支援していくとい

う事業になっております。住まい支援とセットで就業支援を行っていく場合の加算も加え

まして、次年度もモデル事業として実施していきたいと考えてございます。 

 続いて、14ページを御覧ください。 

 こちらは、企業へのアプローチを広げていくために、就業により自立に至った方の好事

例などについてヒアリングをさせていただく、またひとり親の就労先としてこれまであま
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り想定されてこなかった分野について改めて掘り起こしを図っていきたいと思っておりま

す。その成果を、自治体などに横展開していきたいと考えております。 

 続いて15ページですが、こちらは令和８年度に５年に１度の全国ひとり親世帯等調査を

行いますというものでございます。 

 続いて、こどもの貧困対策の強化に係る部分について御説明します。 

 一旦、７ページにお戻りください。 

 こちらは、こどもの生活・学習支援事業というものでして、学習支援、生活支援という

ことで児童館や公民館、こども食堂などで悩み相談を行いながら基本的な生活習慣の習得

や基礎学力をつけていただくための学習支援を行う事業でございます。一層、進学に向け

たチャレンジを後押ししていくという観点で、受験料や模試費用の補助も行っております。 

 ここに、さらに進路選択につながるための体験学習のメニューですとか、中三、高三と

いう受験生の方に対して学習支援の追加開催を行うという拡充を要求しております。 

 行ったり来たりになってしまって恐縮ですが、16ページに戻っていただきます。 

 こちらは「地域こどもの生活支援強化事業」というもので、安心・安全で気軽に立ち寄

れるようなこども食堂など、食事などの提供場所を設けて、支援が必要なこどもたちを早

期発見し、行政の支援につなげる仕組みづくりを行っていく事業になっております。食事

やこども用品の提供を行うような場で使っていただけるのですけれども、さらに多様な大

人との出会いを通じて将来像を考える機会や、交流を提供していただくような事業にも対

象を拡充するための内容を盛り込んでおります。 

 また、17ページでございますが、こどもの食事などの支援として、広域的にこども食堂

やこども宅食などの事業者に運営支援を行っている中間支援法人を経由して、こども食堂

への運営を支援しているものになります。 

 これに関するものとして、お手元の参考資料の４を御覧いただければと思います。 

 こちらは、農林水産省が実施しております「こども食堂等への政府備蓄米の無償交付制

度」についてです。交付の回数等を今回、農林水産省のほうで拡充をしております。ここ

に、こども家庭庁と農林水産省が連携をして活用を一層促進していくということを先月末

に公表しておりまして、今、実際に自治体や関係団体の皆様に事務連絡で御案内をしてお

ります。 

 こども家庭庁としましては、この制度の周知をしっかり行っていくということ、または

今、申し上げた16ページ、17ページの２つのこども家庭庁の事業の対象になっているこど

も食堂等につきましては、備蓄米の申請に係る経費を事業費の中に含めていただくことが

可能ですということをお伝えするとともに、農林水産省では手続の一部を緩和するという

ような連携の内容になっております。ぜひ積極的な活用を広く御検討いただきたいという

ことで、引き続き周知に努めてまいりたいと考えております。 

 最後に18ページでございますが、こちらは困難に直面したこども・若者といった当事者

の意見をこども大綱策定の際に適切に反映するための仕組みづくりを行っていく事業とな
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ります。昨年度の本部会の下にありますこどもの貧困ワーキンググループでも、こどもの

意見を聴くというところで様々に御意見を頂戴しまして、アウトリーチ型の意見聴取につ

いて引き続き検討をしてまいりたいと考えております。 

 以上が、令和８年度の予算概算要求のポイントとなります。予算編成過程で必要な予算

の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 続いて、資料の２を御覧ください。 

 こちらは、「こどもまんなか実行計画2025」の抜粋になります。 

 本実行計画は令和７年６月６日にこども政策推進会議で決定されたものでして、こども

大綱に基づいて毎年度施策レベルでの具体的な取組を定めたものとなっております。本部

会におきましても、各府省庁での関連する予算や制度、事業についてうまく連携をしなが

ら、政府全体で進めていくということの重要性の御意見を頂戴しております。政府全体で

取り組んでおりますこどもの貧困対策、ひとり親家庭支援策についてここに抜粋している

ように、各省庁に広くわたって取組が行われております。 

 柱だけで申し上げますと、教育の支援や、こどもの生活の安定に資するための支援、ま

たは保護者に対する職業生活の安定や向上に資するための就労の支援、経済的な支援、そ

れから必要な支援の利用を促す取組やこどもの貧困に対する社会の理解促進、または高等

教育費の負担軽減やひとり親家庭への相談支援の強化、親子交流の推進、または養育費に

関する相談支援や取組の促進といった形で省庁の施策が盛り込まれてございます。こちら

は、各府省庁の予算要求に反映されているといった形になっております。 

 最後に、資料の３を御覧ください。 

 「経済財政運営と改革の基本方針2025」の抜粋になっております。 

 こちらは、令和７年６月13日に閣議決定されたものです。アンダーラインの部分でござ

いますが、貧困解消と見守りの強化や、ひとり親支援の多面的で伴走型の支援の強化、ま

たは就業支援や経済的支援の在り方の検討といった方向性が盛り込まれております。 

 以上、大変駆け足で恐縮ですが、資料１から３の説明となります。よろしくお願いいた

します。 

○新保部会長 御説明ありがとうございました。 

 それでは、ただいま事務局より報告がありました資料１から３について御質問や御意見

がございましたらぜひ御発言いただきたいと思います。今のところ、大体10時45分くらい

まで時間が取れると思います。御発言の際は、挙手をお願いいたします。オンライン参加

の委員の皆様におかれましては、「手を挙げる」機能を活用してください。御発言の際は、

マイクのボタンを押してスイッチをオンにしてから発言をお願いいたします。発言終了後

には、再度ボタンを押してオフにしてください。 

 それでは、お願いいたします。お一人２分以内くらいでお願いいたします。いかがでし

ょうか。 

 どうぞ、お願いします。 
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○合原委員 全国母子寡婦福祉団体協議会の合原といいます。よろしくお願いいたします。 

 今回、８年度の予算もそうなのですけれども、前年の予算も含めて私たちの市の現場に

確認をすると、なかなか下まで下りてきていなくて、ここで一生懸命議論をして細かなと

ころをつくり込んでくださっていることはすごく感謝しているのですけれども、その出来

上がっているものが実際に母子のひとり親家庭のところには届いていないというのが実情

としてありますので、その辺りも少し強制力が要るのか、財政の問題が必ずあると思いま

すので、国で決まりました、次に県がそれを予算化しましょう、そして、地元の市が予算

化するというところにいく間まで複数年かかっているのではないかということを懸念して

いるところです。 

 受験料の支援とかということも、せっかくつくってくださっていますけれども、いつに

なったら使えるのかというのが現場の声としてありますので、その辺りも含めてそのシス

テム的な流れのところでもう少し構築していただくことはできないかなと思っています。 

 それで、地元にすると10分の10にしてくれればすぐできるのにというのはありましたけ

れども、併せて上で話しながら、下でも進捗がどうなっているかということを確認しなが

ら、今後も進めていきたいとは思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 

○新保部会長 御発言ありがとうございます。 

 関連する御質問はございますか。 

 では、お願いいたします。 

○渡辺委員 関連するところと、違うところも含めて３点ほど、キッズドアの渡辺と申し

ます。よろしくお願いいたします。 

 まず、予算のところで、合原委員もおっしゃっていたように、各事業の実施率がどれく

らいあるのか、把握されているのでしたらぜひ教えていただきたいですし、私どもでもい

ろいろな事業があるのでぜひやりましょうということでいろいろなところに行ったり、つ

ながっているこどもの支援をしている全国の団体にお伝えしても、やはり皆さん地元の行

政に行くと、うちはこれはやっていませんとか、まだやらないですとなって、なかなかで

きないので、絵に描いた餅状態になっているという中で、本当にこれをもう少ししっかり

と行政がやるようにしないと、幾らいい制度でもやらなければ効果は全く出ないと思って

います。 

 ちょっと違うところで残り２つあるのですけれども、もう一つがこの予算要求の中で相

談支援の充実というのは非常にいいと思うのですが、今、非常に厳しい状況の中で、物価

がものすごく上がっているのに、児童扶養手当が全く上がらないし、所得の上限も上がら

ない中で、本当に疲弊をされていてこどもが御飯を食べないような状況ですので、ずっと

児童扶養手当の増額と所得制限の上限の緩和というものをお願いしているのですけれども、

残念ながら入っていないのですが、本当に大変な状況なので、ぜひこれは何とかやってい

ただく方向に進めていただかないと、御飯が食べられない状況ですということで、ぜひそ
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れをお願いしたいと思っています。 

 最後は３点目ですが、加えて参考資料の４にあるように、私たちは今、危険な状況なの

で緊急の現金給付をしてくださいということを政府のほうにもお願いしているのですけれ

ども、なかなかそれができない中で、お米だったらということでこの参考資料４のものが

きたのですが、私たちもこれをぜひやらせていただこうということで今、制度の詳細を見

ているのですが、これは農林水産省のほうでいくと食育に関連している事業なので、これ

を使ったときはお米をお渡ししたり利用してくださる御家庭とかお子さんたちに食育をし

ましょうとなっているのですけれども、食育というのは何をするんですか。 

 要は、１日３食は食べられないんです。お米が買えない状況にあるわけです。１日３食

食べさせたくても食べさせられないお母さんたちに、お米を渡しながら、１日３食食べま

しょうとか、肉とか魚とか野菜とか、全く買えていないんですよ。本当に貧血になってい

るのに、肉や魚や野菜をバランスよく食べましょうというような食育のチラシを配ったり、

食育の授業をするというのは、ちょっとやり切れない。メンタル的に本当にひどい落ち込

みをされるだろうと思うので、厳しい状況をぜひ御理解いただいて、まずは緊急で助ける

というフェーズに今はあります。お米がもう2,000円から4,000円以上になっていて買えな

いんですから、そこを御理解いただいて、ぜひ迅速な御支援をお願いできればと思います。 

 私のほうからは以上です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 では、関連することですね。お願いします。 

○富樫委員 あしなが育英会の富樫でございます。 

 今、渡辺委員の御発言を受けて、本会で奨学金を利用している方の実態も少しお伝えで

きればと思いました。 

 この夏に調査を実施しておりまして、今その集計中ではございますが、自由記述の中で

すごく印象的だったのが、高校生の男の子が身長160センチで体重は40キロ程度しかない

ということで食事の困窮度合いが書かれていたという事例がございました。 

 今、大変というのと、今まで大変だったからこそ、それだけ体重を維持できていないと

いう実態があるというのは非常に深刻な状況ではないかと思っております。 

 加えて、先ほどの御説明の中で、情報支援や相談窓口のことについても申し上げたく思

います。非常に多くの取組がある中で、相談窓口が多数あるのはいいことだと思う一方で、

どこに相談すればいいのかというのが分かりにくくなってしまうのではないかということ

と、もう一つは高校の取組の中で高校の授業料無償化の申請について全校で配布して希望

の有無を聞いているかと思うのですが、希望しませんというチェック欄を設けてちゃんと

確認しているということをある教育委員会でお伺いしました。 

 ですので、周知漏れがないはずという前提にもかかわらず、本会が行う調査ではそうい

う制度を知らなかったという回答をする方もいらっしゃいまして、つまり、情報提供され

てもそれをしっかり受け取って理解して申し込むというところまでなかなかたどり着けな
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い方が一定数いらっしゃるのではないかと感じておりますので、情報支援の在り方につい

てその点も考慮していただけるといいのかなと思っております。 

 以上でございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 では、まず一回ここで事務局からお願いできますか。 

○伊藤企画官 様々な御意見をありがとうございます。 

 まず、自治体でなかなかいろいろな国の事業が活用されにくい状況があるのではないか

という御指摘につきましてですが、今、手元に実施率は全て持ってはいないのですけれど

も、過去のものはホームページにも何自治体でこの事業をやっていますということを毎回

公表させていただいておりまして、やはり実施率が非常に高いものもあれば、なかなか進

まないものもあります。 

 そういう中で、我々として自治体の方と密に日々連携を取らせていただいている中で、

予算でこういうメニューが新しくなりましたということの説明会をさせていただいたりで

すとか、運用でなかなかちょっとこういうところがあるから使いづらいというようなお声

があれば、何か運用面で見直すですとか、あとは実際に活用の事例を見たいというような

お話もありますので、取組の事例を事例集という形で御報告したりというような形で、少

しずつ広げていきたいと思っております。 

 また、財政面の課題というところは、どうしても補助率との兼ね合いで自治体での御負

担というのもございますが、物によっては補助率の引上げなども検討していきたいと思っ

ておりますし、いただいた御意見を踏まえて引き続き自治体での活用に向けた工夫という

ことを検討していきたいと思っております。 

 また、なかなか当事者の方の御家庭やお子さんが情報にたどり着けないのではないかと

いう御指摘につきまして、本当にきめ細やかな制度が広がれば広がるほど分かりにくいと

いうことにもなると思っております。 

 こども家庭庁で「あなたの支え」というシングルマザー、シングルファザーの方向けの

情報ポータルサイトを御用意しておりまして、ここで網羅的に様々な支援策を各省のもの

も含めて載せて、お住まいの自治体を入れていただくと、どの事業をやっているかが検索

できるようになっているというものもあります。 

 また、どうしても申請までなかなかたどり着かないというような方もいらっしゃるとい

うお話でしたが、そういう場合には相談支援の中で同行型の支援ですとか、その後のフォ

ローアップも含めた伴走型での支援というものも今やっておりますので、このメニューを

どこまでの自治体でやっていただいているかというところもございますが、そういうとこ

ろの必要性を私たちからも自治体に対して説明をしていきたいと考えております。 

 また、食事につきまして、日々のお米も買えないということで非常に逼迫している状況

というお声がございました。経済的な支援の拡充ということで、今回骨太の方針の中でも

先ほど御紹介しましたが、経済社会の動向等を踏まえて就業支援や経済的支援の在り方を
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検討するということが記載をされております。今まさにひとり親の家庭の家計調査という

ものをこども家庭庁で行っておりまして、また来年度実施予定の全国ひとり親世帯等調査

における収入や家計の状況なども踏まえて、そこはしっかり多面的に必要な改善を図って

いくための検討というものを行っていきたいと考えております。 

 ひとり親家庭、特に子育てと生計の担い手という二重の役割をお一人で担っておられる

という中で、本当に様々な困難に直面し得るというところで、世帯の状況に応じてもちろ

ん児童扶養手当という経済的な支援も大変重要なのですけれども、子育て生活全般、自立

に向けた支援など、家庭丸ごとの支援ということを多面的に強化していきたいということ

で、引き続き様々なアプローチで支援を行っていきたいと考えております。 

○新保部会長 ありがとうございました。 

 ほかに御質問ございますか。 

 オンラインの花田委員、お願いします。 

○花田委員 全国児童養護施設協議会の花田と申します。 

 資料１のところの制度の御発言の中に、こどもの意見聴取を行うための仕組みを国が設

けていくというお話があったのですけれども、こどもたちの最後のとりでと言われる児童

養護施設には８割がシングルのお母様かお父様がお育てになったお子さんたちが入所され

ているのですが、なかなかこどもたちの意見をどうやって聴取するかということについて

は、うちに入所しているお子さんたちで言えば、自ら声を上げて施設入所に至ったという

お子さんは少のうございまして、今回のこの会議は文科省の方も御参加くださっていると

思うのですけれども、公教育の中でこどもたちが意見を言う、自分の環境をきちんと説明

できるトレーニングが必要だと思っているのですが、その前に公教育との連携とか協働は

どのように今後お考えなのでしょうか。 

○新保部会長 文科省の方は御発言いただけますか。 

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 文部科学省でございま

す。 

 今の御質問は、どちらかというとこども家庭庁さんがどう公教育と連携していくかとい

う御質問だったかと思いますので、まずはこ家庁さんからお答えいただいたほうがよろし

いかと思います。何か必要がありましたらこちらから発言いたしますので。 

○新保部会長 では、お願いいたします。 

○伊藤企画官 なかなか声が聞かれにくい当事者の声を今、こども家庭庁全体で「こども

若者★いけんぷらす」というこどもの意見、当事者の意見を政策に反映していくというプ

ロセスがございますが、なかなか声が聞かれにくい当事者の声をいかに政策に反映してい

くかという仕組みはまだ少しこれからというところで、全体の意見を聞く仕組みよりも少

し遅れているというような認識でございます。 

 ですので、この事業の中でどうしたらアウトリーチで意見を聞くかというところはまさ

にこれから開発をしていきたいと思っておりますので、文部科学省様とも連携を取りなが
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ら公教育の中で意見を発するような場をどうつくっていくかというようなところ等を含め

て、そこは連携をしっかり取らせていただきたいと考えております。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 文科省のほうから特に追加の発言がなければ先に進みますが、何かありますか。 

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 日頃からこ家庁さんと

も連携させていただいておりますけれども、貧困のお子さんも、あるいはそうでないお子

さんも含めて、こどもがしっかりと意見を言えるようにということ自体は公教育の非常に

重要な部分の一つかとは思っておりますので、御意見をしっかり受け止めさせていただけ

ればと思います。 

○新保部会長 どうぞよろしくお願いします。 

 ほかに御質問ございますか。 

 では、お願いします。 

○末冨委員 今の文科省さんの御説明に関連してなのですけれども、こども自身が自分の

権利を知らないために相談していいんだとか、助けてと言う権利が自分にはあるんだとい

うことが全く知られていないんですね。私自身も、教員養成の事業の中でこども基本法、

子どもの権利について学んでいるのですけれども、大学生たちも、初めて知った、もっと

早く知りたかった。自分たちはこどもたちと一緒に学んでいきたいということは言ってく

れていて、今、文部科学省の次の学習指導要領にはこどもの基本法ですとか、子どもの権

利条約を位置づけながら、特に特別活動等を通じて学校を一緒につくっていくことをやり

ましょうというふうにおっしゃってはくださっているのですけれども、少し捉え方が狭い

かなと思っています。 

 もちろん、よりよい学校を一緒につくっていくんだということは公教育としてすごく大

事なのですが、では学校が終わった後、どうなるんですかということなんですね。そうい

う意味で言うと、やはり大人として生きていくときにも自分の権利を知って、よりよくそ

の権利をどうやって使えるのか、どこに相談できるのかということも知った上で社会に育

っていかないと、せっかくこども基本法や子どもの貧困解消法があっても、それがこども

たち自身が実現されていかないということになりますので、文部科学省のほうの学習指導

要領の議論におきましても、せっかくこども基本法、子どもの権利条約を位置づけて学校

の中で活用するといったときに、学校の先生方も別に学校の中で終わればいいと思ってい

らっしゃらないはずなんです。こどもたちが学校を卒業しても幸せに大人として生きてい

ってほしいということにどのようにつなげていくのかということの、例えばですが、資質

能力だったりも育てたい。その力といったものを広く教科横断的に、あるいは総則、特別

活動等の中に位置づけていただきたいと思います。 

 特に、困難なこどもたちは自分の困難さを人に知られることがとても怖いはずなんです。

だけれども、自分には相談できる、助けてと言えるという権利をどうやって実現するのか

ということを知っているか、いないかで全く違うと思いますので、その辺りについての文
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部科学省としての現在の議論の進行状況ですとか、あるいは今回のこどもの貧困・ひとり

親支援部会からの意見といったものを伝えていただけるのかどうかということもお教えい

ただきたいと思っております。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 それでは、文部科学省の方からお願いしてよろしいですか。 

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 文部科学省でございま

す。 

 今いただいた御意見は中央教育審議会のほうでしっかり御議論すべき議論かとは思いま

すので、教育課程の担当に申し伝えたいと思います。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 もう一つ、こども自身が権利を知らないというような話がありましたが、この件につい

て文科省の御担当とするとどのように考えていらっしゃるのか。何か施策を打っていらっ

しゃるのかどうなのか、教えていただけるとありがたいのですが、いかがでしょうか。 

 すみません。今の問いは文部科学省さんに対してですが。 

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 すみません。ミュート

を解除し忘れておりました。 

 今、子どもの権利に関してということで、例えば児童の権利に関する条約に関しまして

は基本的に一般的には文部科学省のほうから通知もしておりますし、こどものほうにも何

かしら教育の課程で教えられているというところはあるかと思います。 

 その上で、どちらかというと権利が教えられていないというのは若干、言葉に雑さがあ

るのだろうとは思いますけれども、つまりどういった権利をどこまで、どの程度まで教え

るのか、あるいは教えたことが定着するのか、こどもが覚えているのかというようなとこ

ろでの御議論なのだろうと思います。 

 まずもって、そこにはどういった細かい点をどのように教えるかというところもあろう

かと思いますし、それをどう教えたらこどもに定着するのか。教えられたからといって全

てのこどもが覚えているわけではないですし、おっしゃられたことを全てこどもが覚えら

れているんだったら、全ての子は100点取れるはずですし、そういったことも含めて、では

その中で何が重要なのかということをきちんとこどもに教えるために主体的、対話的で深

い学びといったようなことも議論しているところでございます。 

 ですから、こどもの権利が教えられていないということは現状でも決してないというこ

となのですけれども、それを具体的に細かく何をどこまでどういった方向でどんなふうに

どの発達段階で教えるかということをしっかりと中教審で御議論いただくということが肝

要なのだろうと思っております。 

 以上でございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 追加の質問はございますか。 
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 では、山野委員、お願いします。 

○山野委員 大阪公立大学の山野です。 

 今の議論の中で、教えられていないということだけではなく、こどもたちが自分のこと

と、机上の空論で子どもの権利というのはこういうものだよ、ああいうものだよというこ

とはもちろん教えられていると思うのですけれども、身近に自分がSOSをしていいんだ、こ

こは自分事なんだというふうに体感できていないんですね。 

 これは、うちの学生が教育実習で行って、先生方に了解を得て最後のホームルームで10

分とか15分の時間ですけれども、毎日子どもの権利条約を４条ずつこどもたちと読み合っ

て、これはどういうことなのという話を平場で話していくという中でやったそうです。２

週間毎日やった中で、こどもたちがいっぱい、いや、実はこんなふうに書かれていて、お

父さんと会う権利と書かれているけれども、私は会わせてもらったことがないとか、母子

家庭の方とか、今、出ていた御飯の問題とか、クラスのこどもたちの半分がその学生に、

若いですし身近ですからいろいろ言いに来たというエピソードがありました。 

 その後、私は社会福祉で教職になる学生と、ソーシャルワーカーになる学生と、両方受

け持っているのですけれども、その子は社会福祉も学んでいるからスクールソーシャルワ

ーカーとかカウンセラーとか生徒指導の先生方にきれいに２週間で終わらないから話を振

って教育実習が終わったということだったのですが、そんな身近な教え方という、子ども

の権利というものがそれぞれ先生方も含め、どういうふうに捉えるのかというようなこと

からもう一度議論していただきたいと思いました。 

 先ほどのお話は、教えていないということを言っているわけではなくて、そのことが身

に落ちていかないということですね。我が事にならない。それは親も同じで、先ほどから

出ていた、私も後でちょっと調査のことも意見を申し上げたいと思っていたのですけれど

も、困窮度、つまり貧困ライン以下、122万以下の方で就学援助を申し込まない人が増えて

いっているんです。どんどん増えていっている。それが大阪の調査で30％いらっしゃいま

す。その辺りが、自分は当たらないとか、一番多かった回答は、自分は該当しないと思っ

ている。自分はそんな権利がないと思っているということに近い話でした。 

 だから、こどもだけではない話ではあると思うのですけれども、教育というところでや

はりしっかり枠組みを伝えていっていただく。教え方も含め、取り組んでいく必要がある

のではないかと思うのですけれども、その辺りはどう思われるかということも、もし質問

ということだったら文科省の方にリアクションいただけたらと思いますが、なければ結構

です。意見です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 もし何か御回答があるようでしたらお願いいたします。 

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 今の御発言は、先ほど

私が申し上げたこととほぼ同じことを御指摘いただいたのだろうと思います。いずれにせ

よ、この場で議論する内容ではないかとは思いますけれども、中教審の担当にはこういっ
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た御意見があったということは申し伝えたいと思います。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 もともと出たものは、困難に直面したこども・若者意見を反映する新事業をどう具体化

するのかということをめぐって、今のやりとりで文部科学省のほうでも御検討いただかな

ければいけないし、このこども家庭審議会の中でも議論を進めていかなければいけないと

いうことが改めて明らかになったかと思います。それぞれのお立場で、どうぞよろしくお

願いいたします。 

 それでは、もう45分になってしまったので、次に進んでまいりたいと思います。 

 次に、意見交換について事務局より資料の御説明をお願いいたします。 

○伊藤企画官 それでは、お手元の資料４を御覧ください。 

 「ひとり親家庭の多様化を踏まえてご議論いただきたい事項」というタイトルの資料と

なっております。 

 こちらの資料は、前回の第５回の部会の際にお配りしているものと基本的には同じ内容

となっておりますが、前回の部会では４本柱で御意見を頂戴しておりまして、それぞれ前

回の部会で委員の皆様からいただいた主な関連意見ということで、各項目の下に➢で箇条

書きで記載を加えさせていただいております。 

 ４本柱ですが、改めて申し上げますと、ひとり親家庭の多様化を踏まえてということで、

「多様化を踏まえたきめ細かな支援体系」についてどういった階層別支援が考えられるか

ですとか、困難の度合いを把握する客観的要素として年収以外にどういったものが考えら

れるかという点。 

 また、次のページの２番ですが、「特に厳しい状況にある家庭への対応」、また「当事

者に寄り添った適切なアセスメント」の在り方について、そして前回、４番の「こどもに

寄り添った」というところは、これまで施策としてまだまだ十分ではなかった点ではない

かということで御説明させていただいておりますが、困難に直面している親だけではなく

て、その親とともに暮らすこどもの状況も踏まえてこどもに寄り添った支援ということで、

どういう観点が大事かということで御意見を前回も頂戴をしております。 

 本日は前回に引き続きまして、この資料を基に皆様に御議論を賜りたいと考えておりま

す。 

 この御意見をどこに向けてまとめていただくかというところですが、趣旨・目的としま

しては、年末に向けての令和８年度の予算要求の中で、それを実行していくに当たっての

御意見というふうにもなりますし、毎年６月頃に策定を予定しておりますこどもまんなか

実行計画、次は2026が来年度に策定をされる予定ではございますが、そこに向けた施策の

さらなる充実の検討や、さらには来年度以降のもう少し中長期での施策の検討、立案の上

で必要な着眼点、あるいは課題設定、対応策について御意見、御示唆を賜りまして検討材

料とさせていただきたいと考えてございます。 

 実際に、前回でいただいた御意見の一部につきましても、先ほど御説明した８年度要求
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にも一部反映をさせていただいております。本日も様々な御意見をいただきたいと思って

おりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 ただいま事務局より御説明がありましたとおり、前回十分に発言できない方もおられた

ので申し訳ないなと思っていたのですが、前回に引き続き、資料４の「ひとり親家庭の多

様化を踏まえてご議論いただきたい事項」を踏まえて御意見をいただけたらと思います。 

 今から11時55分まで、１時間ちょっと時間を取れる予定ですので、ぜひ御発言いただけ

ればと思います。当部会は学識者、自治体、支援者、当事者などの様々な立場の委員に御

参加いただいておりますので、ぜひそれぞれのお立場から御意見をいただければと思いま

す。 

 その際、可能な限り多くの方に御発言いただきたいため、大変恐縮でございますが、御

発言については極力簡潔にまとめていただき、２分程度までとしていただければと思いま

す。 

 また、御発言の際は、どの記載についての御意見なのか、どの委員の御発言に関連した

御意見なのかなどをお示しいただけると、より有意義な議論になると思いますので、御協

力のほどどうぞよろしくお願いいたします。 

 まず最初に、前回の部会で御発言の時間をお取りすることができなかった委員の方から

御発言をいただきたいと思います。順に御指名をさせていただきます。 

 最初に合原委員、いかがでしょうか。 

○合原委員 ありがとうございます。全国母子寡婦福祉団体協議会の合原といいます。ど

うぞよろしくお願いいたします。たびたびの発言、ありがとうございます。 

 私は前回の会議のときにお話ししようと思っていたことがありましたけれども、たくさ

んの委員の方からたくさんの意見が出ていましたので、重複しないように話をしたいと思

います。私のほうからは、現場のほうで直接接触する事例を基に、こうすることがいいの

かなということを御提案というか、させていただきたいと思います。 

 たくさんの支援をしながら、全てを考えていく中で、どうなることがひとり親家庭の幸

せなのかなということを常に思うところです。いろいろな制度があるから、これも使って、

あれも使ってといって、その傍らでこどもが不登校になっていてというような事例も今の

ところ十分あります。しっかり就労して働くようになりましたら、こどもさんが不登校に

なっているという状況で、収入が上がったので児童扶養手当の該当ではありません。です

から、就学援助は受けていないという状況で、こどもが不登校になったけれども、行政が

つくっている支援施設はまるで学校のような支援施設で、別の場所の学校というような仕

組みになっていて、全くそこにこどもが行こうとしないということで、民間のフリースク

ールのほうに行かれています。 

 １人当たり２万弱かかる。中学生と小学生なのですが、小学生は送迎してくださいとい

う条件で、中学生はそこのフリースクールに行くことを選択してフリースクールに通って
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いる。それで、小学生の子も上の子と一緒に行きたいということで併せて４万円を毎月払

っているという御相談がありました。それで、学校教育のほうにも確認をしましたけれど

も、それに対する支援策というのが全くないと考えると、就業しました。しっかり働ける

ようになって稼げるようになりました。お米も買えるし、御飯も食べられますけれどもと

いうところで、またそういう悩みというのは多分ひとり親に限らない同じ悩みを抱えてい

る家庭があるのではないかと感じました。 

 それで、何が言いたいかというと、そういうことを考えると、制度をたくさんつくるこ

とも大事だけれども、収入を上げることをまず前提にして生活の基盤をつくる。その上で、

必要な制度につながるようにコーディネートしていく力が必要だと感じています。これは

どこまでしゃべっていいか分かりませんが、まだ大丈夫ですか。 

○新保部会長 もうそろそろですかね。 

○合原委員 児童扶養手当のことなのですけれども、食べられない、生活保護にもつなが

らないというような御家庭があるということが御飯を食べられないという状況かと思うの

ですが、児童扶養手当の制限額の見直しというのは一般世帯の平均所得を基準とすべきで

はないかと前々から考えております。それで、独身の女性が食べていくのと、こどもを育

てながら食べていくのでは、一般の子育て世帯の収入を基礎として考えていただかなけれ

ば、そこにひとり親家庭に生まれたこどもたちはとてもかわいそうなことになるのではな

いかと思います。 

 全体的に番号で分けてありますけれども、基本的な本筋みたいなものは一本ではないか

と感じているところですので、個別の支援というものの在り方というところはもう一度相

談を広げていただいた分、コーディネートはどこがするのかというところを正確に決めて

いっていただく必要があるかと思います。今度、社会福祉士を入れていただいたというの

は期待をしたいところです。 

 以上です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 続きまして、全国母子・父子自立支援員連絡協議会副会長さんの髙橋委員、お願いいた

します。 

○髙橋委員 改めまして、全国母子・父子自立支援員連絡協議会の髙橋と申します。よろ

しくお願いします。 

 私のほうは、常にひとり親の相談窓口の相談支援をしておりまして、生活の安定が必要

ではないかということをいつも実感します。その中で、就労支援に力を入れているところ

です。資格を取得して、選ばれる人材になりましょうという形で励ますことで支援に結び

つけています。具体的な支援といいますと、高等職業訓練給付金や自立支援教育訓練給付

金の活用でございます。 

 専門職として就業すること、長く勤められることで相談者自身が自信を持てるというこ

とも丁寧に説明し、常に選ばれる人材になりましょうということで励ましながら、今も相
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談支援をしております。 

 そこで、厚労省のほうでされているものなのですが、特定求職者雇用開発助成金対象と

して母子家庭等の母の雇い入れがあります。そこで、事業主には次のステップとしてキャ

リアアップ助成金を活用する形で、母子家庭の母や父子家庭の父の雇用の促進を図ること

を推奨します。事業主としては安定した雇用につながり、ひとり親家庭にとっても子が安

定した就労を得られること、そしてなおかつ安定した収入を得ることができ、それは安定

した生活につながるということになると思いました。 

 以上です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 続いて、一般財団法人あしなが育英会の富樫委員、お願いします。 

○富樫委員 あしなが育英会の富樫でございます。発言の機会をいただき、ありがとうご

ざいます。 

 私からは、２点申し上げたく思います。 

 まず１つは、保護者にスポットを当てて意見を申し上げたく思います。 

 様々な政策が先ほどの御説明でもたくさん取り組まれているというのはすごく実感して

おります。拝見する中で１点感じるのは、就労を前提としているメニューが非常に多く、

もちろん就労あってこその生活だとは思うのですが、一方で、就労したくてもできない保

護者が一定数いるというのも奨学金の現場で強く感じているところでございます。 

 本会は病気、災害、自死等で親を亡くしたこどもたちと、あとは親が障害を抱えていて

働けない世帯のこどもたちを対象としている民間の奨学金団体でございまして、保護者が

障害を負っているがために御両親そろっていたとしても就労できない、もしくは死別後に

残されたひとり親がさらに御負担が大きくて病気を抱えているというようなケースもあっ

たりします。 

 一方で、今まさに高校、大学に在学してやりたいことをさせてあげたいという思いから、

経済的なところで何とかしてあげたいというので奨学金を申し込まれている、そういう御

家庭の方々からすると、働きたくても働けないというのは実態としてあるのではなかろう

かと思います。具体的にどうしてほしいというのは、なかなか申し上げにくいところでは

ございますが、そういった実態があるというのは意見として申し上げたく存じます。 

 ２点目でございますが、高校生の進学についてでございます。 

 本会の奨学金を利用している高校生のうち、就職を選んだ高校生が毎年一定数いますが、

その子たちの約２割が経済的な理由で進学したいけれども進学できないというふうに回答

しております。本会の奨学金制度や、国が行っている大学等無償化など、様々な制度がご

ざいますし、情報支援としていろいろなツールを使って情報提供に取り組んでいるにもか

かわらず、そういった選択をしているケースが変わらず続いているというのが実態として

ございますので、先ほど申し上げた意見の繰り返しになりますが、情報提供に加えて合原

委員がおっしゃっていたようなコーディネートの部分にも踏み込んだ対策というのが必要
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ではないかと感じております。 

 以上でございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 続いて、村上委員、お願いたします。村上委員は、全国父子家庭支援ネットワークの代

表です。お願いいたします。 

○村上委員 発言の機会をありがとうございます。全国父子家庭支援ネットワークの村上

です。 

 私から申し上げたいことは、「多様化を踏まえたきめ細やかな支援体系」というところ

で、今回ワンストップの支援制度であったりとか、様々な相談援助の部分で拡充していた

だいたことに関しては非常に感謝しているところではあるのですけれども、父子家庭支援

をなりわいとしている私の立場からすると、この多様化の中に父子家庭の存在というもの

が見えないというのが正直な感想でございます。 

 前回の審議会では、母子家庭のアンケート調査が予算をかけてされてはいたけれども、

父子家庭はされなかったというところも含めて非常に疑問を持っているところでした。 

 その中で、今回皆様にお伝えしたいところで言いますと、実は昨年の７月、奈良県在住

の父子家庭のお父さん、52歳が５歳の娘さんとダムへ飛び込んで無理心中をした事件がご

ざいました。その事件が今年で１周忌を迎えて、なぜ父子家庭のお父さんが無理心中を図

ったのかを調査して、心中した当時の足取りを追った情報特集が関西テレビのほうで流さ

れました。実は、その報道を今回の審議会で皆さんにも見ていただきたかったのですが、

時間の関係でそれは難しいというところがございまして、審議会終了後に各委員に報道特

集のYouTubeのリンクを送信していただけると伺っておりますので、その辺りはよろしく

お願いしたいと思っております。 

 また、私も日頃から父子家庭相談を行っておりますが、特に幼児や小学生を育てる家庭

から、育児に疲れたであったりとか、死んだほうが楽ではないかであったりとか、ダイレ

クトに心中しようと考えているなどの相談を受けます。いわゆる育児ノイローゼやメンタ

ル不調な方々です。 

 そうした父子家庭のお父さんは一様におっしゃるのですけれども、行政や児童相談所に

悩みを話しても、父子家庭は収入が高いから何とかなるでしょう。また、母子家庭のお母

さんのほうは大変なんだから頑張ってくださいと言われるということです。これは、命の

部分でアセスメントを取っていないということが通常化してしまっている、非常に重大な

問題ではないかと考えておりました。 

 それで、死を脳にかすめながら問題が重層化して苦しんでいる仕事、育児、生活レベル

の維持、債務の返済、親の高齢化により、頼れる親族がいない、またはその中でメンタル

疾患の発症と、そんな状態の人間に対してさらに追い詰めるのが支援機関のおっしゃるこ

となのか、非常に懸念を抱いているところでございます。 

 昨年亡くなった無理心中をした父子家庭のお父さんの件もですが、私も死にたいと連絡
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をしてくる父子家庭のお父さんたちがいることをまずは知っていただきたいと思っている

ところでございます。 

 それを踏まえて、今年度は難しいとは思うのですけれども、次年度、父子家庭に対して

の実態調査であったりとか、男性の性としての生きづらさに対する研修というものの実施

というところを御検討いただきたいと思っております。 

 私は母子家庭の支援の必要がないとか、そういったことを言いたいわけではなくて、確

かに統計調査においては母子家庭と父子家庭では父子家庭のほうが平均年収は高いです。

しかし、逆の見方をすると、その年収は生活レベルを維持するために、生活や子育ての質

が低い状態というふうに読み取ることもできるかと思うのです。そこには、男は仕事とい

う社会のジェンダーバイアスが父子家庭のお父さんをかたくなにさせて追い詰めて、男は

弱音を吐いてはならないという呪いのようなマインドが湧き起こって、自己責任論の名の

下、睡眠時間を削って頑張らないといけないというような錯覚を引き起こさせてしまいま

す。 

 統計調査にもあるように、相談相手がいないパーセンテージは高い傾向を生み出してい

るのが例として挙げられると思いますし、父子家庭の課題は孤立であるとみなされると思

います。どうかこども家庭庁さんとして男性の性としての生きづらさに焦点を当てていた

だきたいとも思いますし、父子家庭というカテゴリーに対しての調査というものも検討し

ていただきたいと思います。 

 父子家庭のお父さんたちに子育ての応援メッセージといいますか、男とは、から連想さ

れる呪いの価値観、社会通念を払拭できるようなメッセージを届ける取組などの工夫はで

きると思いますので、御一考いただければと思います。 

 長くなりましたが、発言は以上とさせていただきます。ありがとうございました。 

○新保部会長 貴重な御発言、ありがとうございました。 

 続いて、自治体からの委員の皆様からも御意見をいただければと思います。 

 まず、名古屋市からおいでいただいている大須賀委員、お願いいたします。 

○大須賀委員 ありがとうございます。 

 それでは、本市の取組も紹介させていただきながら意見ということで申し上げたいと思

います。 

 まず１番の「多様化を踏まえたきめ細やかな支援体系」の中で「困難の度合いを把握す

る客観的要素」という項目がございます。本市におきましては、ひとり親家庭等自立支援

計画の策定前におきまして、大人に対する調査項目の中で国の実態調査の項目に加えまし

て、子育てに経済的な負担を感じていることがあるか、塾、習い事の状況、小学生の放課

後の過ごし方、生活面では１日のうちに家事に要する時間はどれくらいか、また、病気な

どのときに身の回りの世話があるかどうか、そういったことも聞いております。 

 また、調査対象の部分ですけれども、こどもに対する調査も実施しまして、普段の過ご

し方、悩み、自己評価、将来のことなども聞いているという状況でございます。 
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 加えまして、本市におきましては父子家庭の子が20歳を過ぎた寡夫（かおっと）世帯も

自立支援計画の対象としておりまして、住まいや就業状況、家計、こども教育等について

調査、把握をしているところでございます。 

 次に２番、「特に厳しい状況にある家庭への対応」と「当事者に寄り添った適切なアセ

スメント」という部分でございます。 

 対人支援と現金給付的な支援の組合せは効果的ではないかというような記載もございま

すけれども、まずもって公的扶助としての生活保護制度ですね。まさに現金給付とケース

ワーカーによる対人支援が一体である制度でございまして、貧困世帯の支援の基本形であ

ると考えますけれども、本市ではひとり親世帯にですね、自立支援員のほかに独自にひと

り親家庭等応援専門員というものを配置いたしまして、児童扶養手当の現況届に併せてア

ンケート形式の「お困り事相談表」というものを送付させていただいております。この中

で、生活や健康、仕事、こどものことなど困り事について把握しまして、家庭訪問、また

はハローワークや支援機関への同行などのアウトリーチによる支援を実施しているところ

でございます。 

 課題といたしましては、この応援専門員は会計年度任用職員としておりますために、定

着率、また、専門的で実践的な研修といった支援の質の維持向上というところが課題にな

ってございます。 

 最後に４番目の「困難に直面している親とともに暮らすこどもの状況を踏まえた、こど

もに寄り添った支援」というところでございますけれども、本市としましては学校外の居

場所づくりというところに力を入れておりまして、本年度からですが、児童館でですね、

市内４か所で週３回でございますけれども、午後５時から８時まで中高生の居場所づくり

ということでモデル事業を実施しているほか、令和４年度からは繁華街における屋外型の

新たな居場所づくりということで、年間20日程度でございますが、若者が集まりやすい繁

華街におきまして午後６時から８時、または９時まで、居場所というものも設けさせてい

ただいております。 

 また、ひとり親家庭のこどもの居場所づくりを民間事業者さんに委託しまして、これも

市内４か所で実施しております。こどもが自由に利用できる居場所を提供しまして、信頼

できる大人が見守りをする。その下で、こども同士が遊びなどを通じて絆を深めながら自

己肯定感の獲得、または将来の自立意欲を高めるということを目的としております。 

 こどもが安心して何かあればいつでも相談でき、支援機関へつないでいく体制を整えて

おくということも大事かと思っております。 

 以上でございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 では、続いてオンラインで御参加いただいております原内委員、徳島県庁ですね。お願

いいたします。 

○原内委員 徳島県の原内です。先ほどはマイクの調子が悪くて失礼いたしました。 
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 私は今年の３月までこども女性相談センターという、困難女性の支援と児童相談所の機

能が一つになった機関で９年間、また県庁ではひとり親家庭の支援担当といたしまして５

年間従事いたしますとともに、個人的にも５人のこどもを産み、共働きで育てております

ことから、こどもを育てながら働くことの難しさを、身をもって感じてきております。こ

うした経験も踏まえて、行政機関といたしまして子育てを一人で担う親をどう支えていく

かという課題に強い危機感と使命感を持って取り組んでおります。 

 本日は、発言の機会を与えていただきましてどうもありがとうございます。地方自治体

の立場から意見を述べさせていただきます。 

 令和６年８月に徳島県で実施いたしましたひとり親家庭等の実態調査におきましては、

母子世帯になった理由は87.7％が離婚、平均年収は230万円で、就業者のうち31.8％がパー

ト、悩みについては家計、次いで仕事、次いで自分の健康となっております。 

 ひとり親家庭では、経済的な困窮だけでなく親の健康不安、孤立、それから仕事と家事

という時間的な制約など、複合的な困難を抱えておられます。特に親自身が病気やけがで

働けなくなったとき、医療費の負担、仕事の継続の困難、家事、育児、こどもの学習支援

が困難となる、子の進学への影響が出るなどの複数の困難が同時に短期間に重くのしかか

り、家族や親戚、友人、近所などの社会的基盤が脆弱なために、生活の立て直しが大変難

しくなるケースが少なくありません。福祉機関につながるまでに時間が経過している場合

もございまして、なかなか立て直しに時間がかかる状況になっております。 

 課題にありました家庭の困難度を把握する要素といたしましては、単一の指標ではなく

経済的困難と時間的制約、それから健康、子育ての負担や社会的孤立といった複合的要素

の重なりとして捉える必要があると思っております。 

 児童相談所におきましては、相談に来られた全ての方にアウトリーチで戸別訪問し、社

会福祉士が社会診断をしながら関係機関と連携して支援をしております。教育、福祉はも

ちろん、医療、子育ての関係機関と連携をしまして、客観的データと実際の生活の実態を

確認した上で、両方で評価する仕組みを整えることが必要だと思っております。 

 困難を抱える家庭は複合的な課題を抱えておりますので、単一的な支援だけではなかな

か解決に至らず、地域につないで地域で見守りながら継続的に支援することが必要となっ

ております。 

 本県におきましては、ひとり親世帯への支援を通じましてこどもの貧困対策に取り組ん

でおりまして、ひとり親の経済的な自立に向けた就労支援はもとより、こどもの進路選択

の幅を広げるため、大学等の受験料への支援や模試の費用補助を実施してまいりました。

また、今年度は県から児童扶養手当を受給する世帯を対象に、こども１人当たり２万円の

生活支援金を給付いたしますとともに、地域におけるこどもの支援活動を下支えするため

に、こども食堂をはじめとした生活支援団体への補助制度を創設いたしました。 

 また、かねてより要望の高かったひとり親世帯の親の通院費につきましても、この10月

１日から全市町村におきまして助成対象として拡充しているところでございます。 
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 こどもの貧困は経済的な困窮にとどまらず、教育環境や体験機会の格差などによってこ

どもの進路選択に大きな影響を及ぼすおそれがあることから、子育てや貧困の問題を家庭

の問題と捉えるのではなく、社会全体で解決することが重要だと認識しております。 

 このような支援制度は全国的に整いつつありますが、やはり自治体の裁量で制度を持っ

ているところが多く、全国一律の支援が必要であると認識しているところでございます。 

 また、ひとり親になる理由が離婚ということで、転居を伴うことが多い現状もございま

すことから、このような状況を踏まえて全国一律の仕組みとして整備しまして、地域に関

係なく誰もが安心して支援制度を利用できるように、国が基盤整備を進めていただくこと

が重要だと思っております。 

 今、言ったのは医療費支援や保育の無償化など、基本的な生活支援サービスに加えまし

て、奨学金や授業料免除などの支援制度が国においても進んでおりますが、どのような環

境にこどもが置かれましても希望する教育が受けられて、なりたい自分になれるような仕

組みが必要だと認識しておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは以上になります。 

○新保部会長 貴重な御発言、ありがとうございました。 

 続いて、同じくオンライン参加の松井委員、調布市からですね。お願いいたします。 

○松井委員 調布市子ども生活部長の松井でございます。よろしくお願いいたします。 

 今回、３点お話をさせていただければと思います。 

 まず２の「特に厳しい状況にある家庭への対応」という中では、当市では基金を活用し

た幾つかの給付金事業を展開しております。対人支援と給付金を組み合わせた事業の一例

として御紹介をさせていただきますと、通信制高校に通うお子さんに対する学費の補助事

業がございます。一定条件の下、申請した方が必ず相談事業につながる方法で、親以外の

大人が支援を必要とする高校生本人に関わることができ、通学継続と将来への展望を見出

せるような相談支援の機会となっております。今後も、このような柔軟な事業展開が必要

ではないかと考えております。 

 次に「４．困難に直面している親とともに」というところでございますが、こどもが困

難を抱えた親と離れて生活するにはこども自身が自宅を離れて施設などで生活する選択肢

しかなく、転校や友人関係など、こどもへの負担が大きいのが現状かと思います。家庭を

支援するための選択肢を増やしていくことが必要ではないかと思っております。 

 また、こども自身が相談や情報にアクセスしやすくなる環境整備の一環として、当市で

は24時間365日、匿名でも相談できるSNSチャット相談を開始いたしました。夜間、週末な

ど、相談機関が対応できない時間帯にも対応ができて、こどもの話を聞いて必要な機関に

つなぐよう、取組を始めたところです。 

 最後に、本日の参考資料４にあります政府備蓄米の無償交付に関連して、当市とNPO法人、

フードバンク調布との連携についてお話をさせていただきます。 

 法人から市と連携して困窮世帯、とりわけ厳しい生活状況だと言われるひとり親家庭を
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支援したいとの相談を受け、就学援助や児童扶養手当の決定通知に、フードバンクが実施

する学校の長期休暇期間の支援である食料の自宅配送に関するお知らせを同封しておりま

す。希望者には、お米を含む食料を各家庭９キロほど提供していただいております。また、

食料のほか、季節を感じるプレゼントなども同封され、心温まる支援に利用者からは大変

感謝をされているところです。 

 また、フードバンクが政府の備蓄米の申込みを行う際には、活動に関する意見書を提出

させていただき、スムーズに備蓄米が交付され、円滑な活用につながっております。この

ような官民の連携も重要だと、当市では考えております。 

 以上でございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 調布市における貴重な実践例を教えていただきました。ありがとうございます。 

 これで全員が１回は発言したということになるかと思います。 

 続きまして、当事者委員の皆様から前回の部会でそれぞれのお立場から御意見をいただ

きましたが、御自身の御経験を踏まえて再度、日頃お感じになっていることなどでも構い

ませんので、自由に御発言いただければと思います。 

 まず最初に、秋山委員、いかがでしょうか。 

○秋山委員 当事者委員の秋山です。私からは、主に自分自身の勤労の支援と、こどもた

ちの学習支援について関連するお話をさせていただきます。 

 前回、フルタイムで働いていると、ハローワークなどの勤労支援が受けにくく、パート

からなかなか脱出しにくいというお話をさせていただいたのですが、私自身は1999年の大

学卒業で就職氷河期世代でした。中学、高校の教員免許を取得したのですけれども、教員

にはなれず、中小企業で正社員になりまして、その後、転職して給料を上げることはでき

たのですけれども、結婚して下のこどもが保育園に入所できずにやむなく退職し、さらに

DVなどが原因で離婚して、現在有期雇用のパートで週５、９時５時で働いています。 

 本日の資料にもございましたが、自立支援教育訓練給付金や高等職業訓練促進金など、

ハローワークでの就労支援もすごく充実してきているのですけれども、実際に一人でこど

もを２人育てながらまた資格を取ろうと思っても、制度が住民税非課税世帯で高等職業訓

練促進給付金だと10万円、自分自身は課税世帯なので７万5000円の受給金額になって、現

状の生活を維持しながら子育てと両立して新たに資格取得はなかなか難しい状況です。 

 また、時間的にも土日だったり、平日の夜間の講習になってしまうような支援だと行き

づらかったりするため、現在私は職場で受講できるｅライブラリーですとか、自分が行け

る時間帯での講座を探し、受講しながら知識を増やしたり、自分なりに努力はしています。

なかなか教員免許があっても思うようにいかない状況です。 

 では、こどもが成長したら働けるのかと思うのですけれども、子育ての一段落というの

は一体いつなんだろうと思ったり、振り返ってみると、こどもが保育園の頃のほうが預か

ってもらえる時間が長かったりしてむしろ安心だったのかもしれないと思ったり、こども
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が今度小学校高学年や中学生になってくると、例えばこどもの宿題を見てあげる時間を確

保してあげたかったり、こども自身も、お母さん早く帰ってきてほしいと言ったりですと

か、習い事に行きたいとなると夕飯を早めに食べさせたりとか、夜遅いとお迎えが必要な

場合も出てきたりして、こどもに寄り添う時間をできる限りつくってあげたいと思うので

すが、だからといってこども食堂がある地域とない地域があったり、なかなか気軽に使え

なかったりしています。 

 一旦、正社員のレールから外れてしまうと、昔と同じようにはなかなか戻りづらく、自

分の年齢が上がるにつれて体力的にもきつかったり、自分の親の介護が出てきてしまった

り、では人手不足のIT関連の仕事だとか、介護の現場で働けるかと言われると、やはり自

分にはつらかったりするなと思います。ひとり親の方もいろいろな状況で皆さん頑張って

働いていると思うのですけれども、どうやって今後自分が制度を使っていくのかがとても

課題になっています。 

 次に教育のことについてなのですけれども、保育費や給食費の無償化など、来年度から

私立高校の授業料の無償化も始まるという話が出ていますが、小中学校の就学援助制度は

生活保護の要保護者とか、困窮しているこどもの支援です。 

 しかし、この就学援助の中にある給食費など、場合によっては自治体によって修学旅行

だったり制服代など、親の所得制限なしの無償化がどんどん広がっている状況になってい

て、それはとてもありがたいことだとは思うのですが、ひとり親は既に物価高で光熱費も

食費も節約していて、その上でも削るところがない状況で、家賃の負担もきついところか

ら、何か取り残されている感じも若干あります。 

 自分が住んでいる自治体の議会を傍聴した際に、こども１人の世帯年収が1000万の人が

階層的に多い地域にどうも住んでいるようで、その方たちの保育費無償化を計算してみた

ら208万円くらいで、それは児童手当を15歳までためた分とほぼ同額になるそうです。それ

を聞いてしまうと、やはりどれだけ節約しても追いつけないというか、格差が固定されて

しまったなというのがすごく感じていることで、就学援助という制度自体は経済的な理由

によっての就学困難と認められる人に与えられる援助だと思うので、そういう制度設計を

検討する上で、この制度自体の意義をもう少し改めて考えていただきたいと思っています。 

 今日の資料に「こどもの生活・学習支援事業」というのが７ページにあったかと思うの

ですけれども、実際に私の住んでいる自治体でもキッズドアさんのこの支援が今年度から

始まっています。コロナ禍以降に通信教育とかも増えて、こどもによってやはり向き、不

向きが出てきてしまうのですけれども、数千円から数万円で塾に通うと最低でも月３万

5000円から夏期講習は10万円以上したりするのですが、ここに記載があるのですけれども、

模擬試験の授業料の支援が中学３年生と高校３年生と書いてあります。実際に自分も中学

生と小学生のこどもがおりまして、希望者には中学１年とか２年生でも年１回の模擬試験

の受験料を支援していただけたらお願いしたいと思います。 

 理由としては、この学習支援は私の住む自治体では中３の７月に模擬試験を受けたとい



25 

 

うことだったのですけれども、塾に通っていると中学１年生から模擬試験は受けているよ

うで、本来、義務教育の中で学習の質を上げていくことが大事ではないかとは思うのです

が、実際にこどもの通っている学校では国語の先生が１年で３人も替わっていたりですと

か、すごく落ち着かない状況になっていて、７月に中学３年生で模試を初めて受けて、自

分の偏差値をそのとき初めて知ることになると、その後にどうやって寄り添って勉強して

あげたらいいのかというのがなかなか難しくて、早めに模試を受けていることで苦手な分

野だったり得意な分野をその模試のデータから読み取ることも受験には必要だし、親とし

てもこどもと一緒に早めに高校見学とか説明会などにも足を運んで、どういうふうに自分

が成長していてどういうことをやりたいかとか、考えるきっかけにもそこでなると思うの

で、そういう費用も含め、早めに模擬試験も受けられたらいいなというのをこの夏にこど

もと一緒に学校見学とかに行って思った次第です。 

 最後になりますが、ひとり親の家庭はこどもが１人とか２人がやはり圧倒的に多くて、

３人以上お子さんがいる世帯というのは全体の１、２割程度だと思うのですが、３人のお

子さんへの大学授業料無償化だったり、児童手当の増額などが積極的に進んではいるので

すけれども、やはり私たちひとり親だったり貧困層はNISAやふるさと納税とかで減税する

ことも投資もなかなかできない状況なので、３人以上のお子さんの支援、拡充だけではな

くひとり親の支援も、やはり養育費をもらっても共働き世帯のようにはたくさんは働けな

かったりもするので、その辺の支援を同様にお願いしたいです。 

 あとは、支援団体さんはすごく皆さん頑張ってくださっていて、毎年８月になると、こ

どもの夏休みの食料の支援をすごく訴えてくださっているのをニュースで目にしているの

ですけれども、補助金がやはり交付決定によって食料支援は早くても８月終わりくらいに

なってしまうという状況だと伺いました。夏休みは７月にはもう始まっていて、その時点

で給食はなくなってしまっていますし、この状況は毎年同じことの繰り返しになってしま

っているので、制度設計としてもう少し柔軟にできないものなのか。年度ごとの予算の都

合は十分、分かってはおりますが、その辺りはぜひ御検討をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○新保部会長 貴重な御発言、ありがとうございます。 

 続きまして、金井委員、お願いいたします。 

○金井委員 大学生の金井です。 

 私が今回お話ししたいのが、こどもの貧困対策について、私は群馬県高崎市出身なので

すけれども、地方自治体ということでどんな対策をしているのかということを今回調べて

みました。そこで見つけたのが、ヤングケアラーSOSというサービス事業があって、これが

小中高生対象に介護とか家事とかを担っている場合、１日２時間、または週に２回を上限

にサポーター、ヘルパーみたいなものを無料派遣しますよ、そして学習とか生活の負担の

軽減をしていきますよという取組があって、令和４年度から行われているということだっ

たのですけれども、正直、私は知らなかったのですが、こんなものが行われていたんだと
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いうことで、その時点でこどもにそういうサポートとか届いていないんだなということを

実感しました。 

 そんな中で、ここにどうこどもたちが行き着いて申請してきたみたいなものを調べたと

きに、学校、スクールソーシャルワーカーさんとかが、こういう子がいるのでぜひ支援、

サポートをお願いしますという経路が半数を超えていて、それを踏まえて感じたのが、課

題としてこども自身がそこに行き着く経路というのがすごく少なかったんです。 

 でも、どんな支援を行っていても、こども自身が行き着けなければ、親とかが気づいて

くれるならば一番いいと思うのですけれども、こども自身がつらいと思ったときにそれに

たどり着けないのはすごく問題だと思いました。 

 そこで、昨日、私がスマホで、こどもが検索しそうなワードというのをスマホで打ち込

んでみて、例えば学校に行きたくないとか、親が疲れている、お母さんが疲れているとか、

御飯がないとかというので検索してみたら、何かしら行政とかが行っている支援がヒット

するのかなと思って検索してみたんですけれども、御飯ないと言ったら、白米がおうちに

なかったときのレシピとかの検索がヒットしたりとかというので、こどもたちが例えばス

マホとか何か調べられる端末を持っていた場合に頑張って検索したとしても、欲しい情報

がそもそも出てこない、ヒットしないんだという点について、それは気づけないよなとい

うことを思いました。 

 でも、多分、そこに気づいている大人は絶対いると思ってもうちょっと調べてみたら、

例えばこども用のウェブサイトの検索エンジンみたいなものがあって、ヤフーキッズとか、

そういうもので学校に行きたくないと調べたら相談窓口というのが出てきたんですけれど

も、こどもはなかなか自分自身がこどもであって、こども向けのサイトがあるなんて気づ

けないし、私自身も小学生の頃は正直知りませんでした。 

 そういうことも踏まえまして、そもそも自分自身がスマホを持っているのかとか、検索

できる端末を持っているのかというのも、小中学生とかは特に問題はあると思うのですが、

そんな中でこのヤングケアラーSOSに関しては半数が学校、スクールソーシャルワーカー

の方がサポートに入って、間に入ってくれて申請につながったという点に関しては、すご

く効果が見えるとは思うのですけれども、課題としてはこどもの目にちゃんと入るとか、

検索エンジンの最適化であったりとか、そういうことが大事なのかなと思いました。 

 また、支援が必要なこどもに対して大人がどうこうするのではない。大人が誘導してあ

げるのも大事だとは思うのですけれども、それに加えて支援が必要なこども自身が声を上

げる方法というのももうちょっと伝えてあげなければいけないのかなと思っています。検

索しても出ないならば、こういうサイトを調べてみたらちゃんと適切にヒットするよねと

いうようなことも知らなければできないと思います。 

 そんな中で、こども家庭庁でこどもいけんぷらすの活動をされていて、声を上げる訓練

の場に行けるこどもたちもいるとは思うのですけれども、やはり私は親を亡くしていてと

か、そういうこどもたちというのはそもそもヤングケアラーでとか、調べる時間もなけれ
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ば、電車に乗るお金もなかったりというのもあったりして、そもそも訓練の場に行きづら

いというのもあると思うので、そういうのはもちろんこういう活動を自治体レベルに還元

することとかも大事だと思いますし、学校でもしできるならばそういう活動もあったらい

いかとは思いました。 

 以上です。 

○新保部会長 こども自身が検索するということも含めて御発言いただき、ありがとうご

ざいました。 

 続きまして、日高委員、お願いいたします。 

○日髙委員 秋田県鹿角市地域おこし協力隊の日髙と申します。私は当事者で、ひとり親

です。今、７歳の小学生、小学校２年生の男の子が１人います。 

 私からは、「多様化を踏まえたきめ細かな支援体系」というところで提案があります。 

 ひとり親家庭の多様化というところで、ひとり親が自立するのには経済的な支援という

のも経済的な基盤も大切だとは思うのですけれども、個人によっては必要な支援が違うの

ではないかと思っていまして、先ほど富樫さんからもあったのですが、病気や障害を抱え

ている保護者であれば、就労の前にまずそもそも生活をする。御飯を作ったり、家のこと

をすること自体が難しい方もいらっしゃるのではないかなと思います。 

 そのほかにも、就労ではない支援が必要な方もいるかと思うのですけれども、私自身、

秋田県に移住する前は地元の鹿児島県の実家に住んでいました。実家で父、母の支援を受

けながらフルタイムで仕事ができていたのですけれども、家のこと、こどものこと、全て

父、母に任せてしまって自分は仕事だけという状態が続いていて、このままでいいのかな、

仕事を変えようかなと思い始めて、あるシングルマザーの支援団体に相談をしました。そ

れで、そこでいろいろお話しをした結果、私に必要なのは仕事を変えることではなく、実

家からの自立が必要、住む場所を変えてみませんか、移住してみませんかという提案があ

りまして、そこから移住をすることになりました。 

 本人が悩んでいることと、その根本の問題というのは違うことが多いのではないかと思

っていまして、そういう意味で丁寧なヒアリングや支援が必要かなと思っています。 

 私は移住する前はシングルマザーで、あれもできない、これもできない、だから実家も

抜け出せないという考えがあったのですけれども、今、父も母も親戚もいないところにこ

どもと２人で飛び込んでみて、あれもできない、これもできないという考え方が変わりま

した。これは、きっと私が頼った支援団体での丁寧なヒアリングだったり、自立支援があ

った結果だと思うのです。 

 こういった個々人のひとり親の状況に応じた丁寧な就業だったり、自立支援を実施して

いる団体の支援の事例を今後参考にされてはどうかと思っています。 

 以上、提案でした。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 貴重な体験というか、移住をするという選択をされたのですね。ありがとうございます。 



28 

 

 以上で、当事者委員からの御発言が終わりました。前回発言いただけなかった方、自治

体の方、当事者の方々からの御発言を踏まえて、事務局から何か回答やコメントなどがご

ざいましたらお願いいたします。 

○伊藤企画官 ありがとうございます。 

 非常に多岐にわたって貴重な御意見をいただいたと感じております。その中でも、一つ

一つにということではないのですが、全体的に何度か出てきた話として、複合的な課題に

直面しているということですとか、コーディネートをしていくことが大事ではないかとい

ような御意見を複数いただいたと思っております。 

 特に厳しい状況に置かれている方々は、その経済的な困窮に加えて御自身の心身の健康

の問題など、あるいは経済的に自立は果たしていてもお子さんの学校生活での課題などを

抱えているケースもあるということで、そういった複合的なひとり親の低所得の御家庭な

どが抱えている困難をチームで解きほぐしながら支えていくということが非常に重要だと

受け止めております。 

 相談支援の中でも、ひとり親家庭への支援員さんがこども家庭センターの相談員などと

連携をしたりですとか、アウトリーチで家庭を訪問する例ですとか、より支援につながり

やすいような環境をつくっていくということや、支援機関が福祉事務所や学校などとチー

ムを組んで本当に困難を一つ一つ解きほぐしていくようなアプローチが大事だというふう

に改めて感じました。ありがとうございます。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 今の御発言も踏まえ、これまでの御発言も踏まえて、今日まだ御発言していただいてい

ない方、どうぞお願いします。 

○平井委員 ひとり親家庭サポート団体全国協議会の平井と申します。 

 私からは、「多様化を踏まえたきめ細かな支援体系」の２つ目の○で「困難の度合いを

把握する客観的要素として、年収以外に、どういったものが考えられるか」ということで

すが、ここにも書かれているとおり、先ほどから出ております親の心身の健康、特にメン

タルの部分、DVやPTSDなどでメンタルの問題を抱える方だったりとか、頼れる親族がいる

かとか、多子、そして非正規雇用ということが要素にもなるかと思うのですけれども、ど

うしても先ほどからお話も出ていますが、国の就労支援というのが、頑張りましょうと、

頑張っている方に支援がどうしてもいっているようなことになっていて、今まだ頑張れな

い状態の方に対する支援というか、アプローチがなかなかないのかなと思っております。 

 例えば、障害の支援とかですと就労支援とか就労移行支援というのもあるのですけれど

も、そういうようなこともありまして、例えばマザーズハローワークとか、関連団体であ

るしんぐるまざあず・ふぉーらむなどが最初にスキルを身につける前にメイクの講座とか

をします。そうすると、何年間もメイクしていなかったとか、自分に自信が今持てない状

態のような方がそれによって前向きになる。それでちょっと自信を持てるようになって、

そうしたら次はエンパワーメントが働くようなセミナーを入れて、その後にスキルを学ぶ
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というようなプログラムがとても有効なんですね。 

 例えばスキルアップの講習がありますと周知しても、なかなか参加しようと思えない、

例えばいくつも困難を抱えている方や、中卒の方の参加も多かった様ですし、メイクから

始まるセミナーですと参考にもなるし、行ってみようかなと思える、そういうようなプロ

グラムをぜひ国も企業などとも連携して最初の導入としてぜひ入れていただけたらと思い

ます。 

 もう一点ですが、相談支援が大変強化されたというようなことで、資料１の４ページと

８ページにもあるのですけれども、まず児童扶養手当の申請にいくと思うんです。毎年現

況届もありますが、実は私たちの全国協議会でも今年、児童扶養手当申請の窓口について

のアンケートをいたしました。それで、行政の方としては審査をしなければいけないので、

いろいろな質問をする中で、やはりプライバシーに踏み込み過ぎた質問とかもあって、そ

の窓口が頼れる場所になるかというとそうではないというような回答がとても多かったん

です。 

 ですから、自立支援員やひとり親相談員さんの研修やスキルアップというのはもちろん

大切なのですが、児童扶養手当申請の窓口の職員さんに対してもぜひ研修などもしていた

だいて、そこから相談窓口につなぐとか、そういうようなこともとても大切だと思います

ので、ぜひそこの点はよろしくお願いいたします。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 私もメイクによってちょっと元気になった人たちをたくさん見たことがあって、貴重な

プログラムだなと改めて思いました。ありがとうございます。 

 では、松本委員、お願いします。 

○松本委員 発言の機会を与えていただき、ありがとうございます。松本です。 

 時間がありませんので、端的に２点、大きくはここで結局しゃべっていることはどこに

生きるのかという観点であります。 

 ここですごく貴重な御意見がいろいろ出ていると思うのですけれども、これはどういう

ふうな形で施策に反映させていくかということについて、後で事務局のほうからもお考え

をいただければと思いますが、今のところ２点です。 

 １つは、全国ひとり親世帯等調査というのをするということで２億円ついているわけで

す。それで、例えば今日の多様化を踏まえて議論してほしい事項というのは前回から出て

いて、例えば困難の度合いを把握する客観的要素として云々とあります。それで、この下

の➢の２つ目、３つ目辺りはたしか私が前回お話しをしたような記憶があるのですけれど

も、例えばこういうことを調査にきちんと入れていくようにされてはどうかということで

す。 

 特に、今の全国のひとり親等実態調査には所得と就労の話はあるんだけれども、健康の

話はないんです。例えば、うちの研究室は過去５回か６回、道庁からの委託を受けて、200

万円くらいしかないんですけれども、ひとり親世帯の調査をしているんです。そのときに
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家計の逼迫とか健康状態、あとはメンタルヘルスのことも含めてやっていますけれども、

数字は御紹介しませんが、かなり悪いです。それはほかの類似の調査でも多分そうで、こ

こで出ているお話も健康の問題、家計の逼迫、あとは時間の使い方、この辺りが複合して

大変困難になっているということは事例としていっぱい出てきているし、ほかの調査でも

大体そうなっているとしたら、国の調査に全く出てこないということはそろそろ変えたら

いかがか。それを変えるということも含めて、データの見直しですね。 

 それと関連して、ページをめくると「特に厳しい状況にある家庭への対応」というとき

に、ここは全体に網をかける調査だと出てこないんです。やはり広い統計から漏れがちな

層で、ここは特に支援のつながりにくさということも含めて問題であるということですの

で、これからインテンシブなヒアリングを含めた調査を別途行って、それとセットできち

んとデータを出していくという統計の在り方に変更していく。今回の調査からそれは検討

するというふうに動かれてはどうかというのが意見であります。 

 関連して、例えばこどもの貧困云々というときに社会的養護の問題で、社会的養護は児

童養護施設等の入所時の調査にしても、児相の統計にしても、家族の所得データは出てき

ません。80年代まではあったのですけれども、90年代から多分なくなっていて、ずっとな

いです。これだけ貧困の問題と重ねて議論をするということが、多分この10年くらいかな

りきちんとしてきて施策にも反映しているわけですけれども、それを裏づけるデータはな

いわけです。 

 そうすると、これは社会的養護等の実態調査、あるいは児相の統計のところに所得デー

タとか家族データを入れていくということも本気で考えないと、施策のいろいろなことを

考えるときにそこが問題になっているわけです。ですので、ここで議論していることで言

うとひとり親世帯の実態調査、あるいは養護施設と入所児童調査を児相の統計等にきちん

と反映させていくということ、これは動いていただきたいということであります。 

 それと関連して、いろいろな議論が出ていますけれども、多分この後、まんなか実行計

画は毎年出ますが、次のこども大綱の見直しにこの辺をどう反映させていくのか。１回目

のこども大綱をつくったとき、私も基本政策部会だったかでここにいましたけれども、基

本政策部会のほうではかなりばたばたつくって、各部会のいろいろな議論をきちんと反映

させるという手続はあったけれども、不十分だったと思います。私はかなり言ったと思い

ます。それで、結局ばたばたして、時間はお尻が決まっているからとにかくこれでいかせ

てくれみたいな形で決まっていったというのが私の記憶であります。 

 今回は時間があるので、こども大綱のほうの評価も含めて、ゆっくりここで出たことを

こども大綱にどう生かしていくかという枠組みを示していただいて議論をすると、しゃべ

っているほうもしゃべりがいがあると思います。 

 以上です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 齋藤委員から手が挙がっていたとのことですが、齋藤委員、いかがでしょうか。 
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○齋藤委員 私も皆様の今までのお話とかぶるところがあるかと思いますが、全国母子生

活支援施設協議会のほうでもいろいろと調査をしておりまして、今の話とも関連があるか

と思いましたのでお話しさせていただければと思います。 

 私どものところは、資料４の１番の多様なというところで「福祉的支援を中心に行うべ

き層」であり、恐らく２番のところの「特に厳しい状況にある家庭」というところに値す

るかと思うのですが、私どもの2024年の母子生活支援施設の調査の中では、保護者に何ら

かの障害がある方が全体の２分の１、50％で、こどもさんのほうは３分の１、そして親子

ともに障害があるという方が８割ほどだったんです。 

 ですから、一人一人の対象で見ていくだけではなくて、家族全体で見ていったときにど

ういう複合的な課題があるかということを見ていく必要もありますし、先ほど来お話があ

りましたけれども、全母協のところでの調査では今、全母協にいらっしゃる方たちの収入

は年間148万が平均ということですので、かなり低い状態の中で、健康状況が悪い状態の方

がいらっしゃって、その方たちの層が今は増えているということを感じておりますので、

その辺りも含めて多角的、複合的な課題に対して、医療機関も含めて服薬管理等もありま

すので、いろいろなところとの連携が今後必要なのかなと思いますのと、どこがイニシア

チブを取っていくのかということも仕組みとしていろいろとつくっていかないと、各自治

体に落ちていったときにそれがばらばらになってしまう可能性があるかと思いました。 

 最後になりますが、最初の頃にも話がありましたけれども、地域格差というところでは

地域の自治体によって実行している事業がかなり少ない状況だと思います。例えば、資料

１の６枚目にあります「ひとり親家庭等生活向上事業」というのは母子生活支援施設で行

うこともできるようなもので、こうした困ったときに一時、家族丸ごと見ていくような支

援というものがあるのですが、各自治体のいろいろな方たちにお話を伺っても、この事業

自体を知らないとか、あとは実際に実施できているところが少なくあります。 

 各自治体の計画の中では自分の市町の話を考えることが多いかと思うのですが、こうし

た事業をやっているところが当母子生活支援施設は全国の自治体の中で１割ほどしか所在

地がありませんので、９割ほどの自治体はそういう社会資源を使うことができない状態に

あります。他の近隣の地域の事業も自分たちの事業の制度の中に入って行くような考え方

で見ていくことが重要ですし、その地域格差を考えていかないと、人口流動の中でますま

すこどもがいないところは、もっとこどもを抱えた人たちの支援があるところに移動して

いくようなことが起きるのではないかと思っているところです。 

 以上です。 

○新保部会長 ありがとうございました。 

 それでは、どうぞお願いします。今日は時間の関係で、これで最後にさせていただこう

と思います。 

○山野委員 機会をありがとうございます。 

 資料を提供させてもらったのですけれども、ポイントは今、前半の話でもアウトリーチ
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というのがアクセスした人へのアウトリーチ、SNSにそこの窓口へアクセスした人へのア

ウトリーチなのかなというふうにいろいろ思って聞いていました。今まで福祉というのは

申請主義で、申請があったところに届くという形ですので、ちょっとだけ私がパワーポイ

ントを出させてもらったのと、スクールソーシャルワーカーの常勤化調査はそこからも引

っ張っているので後で見ていただければと思いました。 

 さっきも申し上げたパワーポイントの１枚目の下のところは、就学援助に一番下の困窮

度１というのは122万以下、貧困ライン以下の世帯ということになるのですけれども、その

人たちが就学援助を受けていない、あるいは今日話題になりました児童扶養手当に届いて

いないという方のパーセントが出されています。届いていないという人が増えていってい

る。これだけ施策を貧困対策は打っているんですけれどもというところが１番です。 

 次のページにいってもらって、こども食堂とか学習支援とか今日話題になったところで

す。大阪は結構あるほうで、10％近くこども食堂に参加したということがあるのですが、

全国調査だったら２、３％です。これが、一番上は中央値以上で、階層ごとになっていな

い。つまり、貧困の家庭に届いていない。今日も何度も話がありました。その辺りを本当

に本気でどうやって届けるのか、どうやって知らせるのか。アウトリーチというのは手を

挙げた人だけではなくて、全員にどう届けるのか。 

 そう考えたときに、先ほど当事者の御発言がありました。検索してこどもが直接アクセ

スできるということで、そんなふうにそれぞれの親もそれぞれの人が直接アクセスできる

ということも必要ですし、それに一番近いのは学校で全てのこどもを把握しているので、

先ほどスクールソーシャルワーカーがつないだのが半数だったというお話もありました。

本当はもっともっと増えないといけない。 

 だから、全ての学校で全てのこどもたちに支援を届けていけるツールというのでしょう

か。先ほどこども家庭庁さんのほうで、応答としてチームでやっていくということをおっ

しゃってくださいました。チームでやるというのは、言うのは簡単なのですけれども、現

場はなかなか福祉と教育が連携できていないとかということがあります。だから、今日は

文科省とこ家庁さんが参加してくださっているので、仕組み化していく。 

 私がずっと提案しているのは、全てのこどもをスクリーニングして、必要な子がピック

アップされて、そのピックアップされるチーム会議、２枚目の下の図のところなのですけ

れども、チーム会議で議論するところで、昨日もあったのですが、今は役所の方が参加し

てくださっていて、こども支援だったり、母子の支援だったりということはすぐつながる

んです。 

 すぐつながるから、次のページに効果も見せていますが、スクリーニングをやっている

ところは不登校が改善していっていますし、写真が入っているところですね。何ページ目

なのか、ごめんなさい。右下に不登校のラインがあるのですけれども、そこも不登校が新

規ゼロになっていっているんです。 

 そういうことで、最後のページがこどもデータ連携で、データを連携させることで支援
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につなげようという取組をこ家庁さんでやっておられて、私もガイドラインをつくる委員

でもあったのですけれども、蓋を開けてみたら支援につながった事例というのは本当に数

人なんです。 

 だから、データ連携も大事なのですけれども、そこで仕組みがやはりないと、データを

見てちゃんと福祉の人と学校とが、ではこうしていこうというチーム会議に当たるところ

の仕組み化をしていかないと駄目なのではないか。そこが取りこぼしていく、母子家庭の

方の先ほどのお話もそうで、皆さんすごく厳しいのに学校へ入っていったら先生方は全然

御存じない。支援ももちろん御存じないというところで放置せざるを得ない。何も手を打

つことができない状態でとどまっている人が30％いるというのが現状だと、数値をそうい

うふうに見ていただけたらと思って、ぜひここで言いたいのは、アウトリーチは声を上げ

た人だけではなくて何らかの制度上キャッチできる、本当にその仕組みをつくっていかな

いと拾えないじゃないかということを申し上げたかったです。 

 以上です。 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 時間が迫ってまいりますので、本日の議論は基本的にはここまでとさせていただきたいと思います。 

 今までの議論を通じて、こどもの意見をどう聴くのかということを今、最後にキャッチ

する。いろいろなところで広く言えない意見であってもキャッチするということも含めて、

こどもの意見をどう聴くのかということであったり、それらを仕組み化するということで

あったり、松本委員が先ほどおっしゃった大綱に向けてどうやって深掘りしていくのかと

いうことで、ただ一つ一つ言っていくだけではなくて深掘りしていくという視点も今回

我々が進んでいかなければいけないテーマかなと考えます。 

 先ほど、特定のテーマを設定して、例えばこども家庭庁以外の施策や取組なども含めて

深掘りしてはどうかというような考え方が示されていました。今後、そうした形で次回以

降、議論を進めていきたいと考えますが、構成員の皆様、その方向で御了解いただけます

でしょうか。よろしいですか。 

（委員 首肯） 

○新保部会長 ありがとうございます。 

 それでは、最後に今後の予定について事務局から連絡をお願いいたします。 

○伊藤企画官 本日は、活発な御議論をいただきまして誠にありがとうございました。 

 いろいろいただいた御意見の中で、どういうテーマで深掘りをしていくかというところ

はまた事務局のほうでも検討しまして、委員の皆様にも今後の日程等、御連絡をさしあげ

たいと思っております。 

 本日は、ありがとうございました。 

○新保部会長 それでは、本日はこれで終了とさせていただきます。 

 本日はお集まりいただき、また貴重な御意見、御示唆に富む御発言をいただき、本当に

ありがとうございました。 


